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Ａ．研究目的 

本研究全体の目的は、非感染性疾患の予防

のための政策介入の効果及び費用対効果に

係る基礎資料を作成し、日本への導入可能

性の課題整理・検証を含めた政策提言を行

うことである。 

非感染性疾患の死因に占める割合の世界的

な高まりを背景に、その予防に焦点を当て

た政策介入の導入が盛んになっている。近
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年では伝統的な情報・教育介入に加えて、

特に砂糖税をはじめ金銭インセンティブを

用いた介入、さらに金銭や規制等を伴わな

いナッジと呼ばれる介入方法にも国際的な

注目が集まっている。これらの介入には基

礎研究の蓄積があるが、それらが政策介入

のための体系的なエビデンス・ベースとし

て整理されているとは言い難い。さらに、

政策介入は予算投入を伴うが、予算配分を

正当化させるための費用対効果の観点が近

年特に重要となっている。世界保健機関が

生活習慣病対策における世界共通の Best 

Buys（最も費用対効果に優れた介入リス

ト）を策定したものの、現実には政策の効

果や費用対効果は個々の国・地域の政策文

脈によって異なり、日本を含めて必ずしも

効果的な政策介入に繋がるわけではない。

[1-5] 

 

新型コロナウィルス感染症の感染拡大を受

けて人々の生活様式が大きく変化した。食

生活や運動習慣などへの影響が報告されて

おり、新しい生活様式に合わせた生活習慣

病予防のあり方の検討が急務である。[6]

また、予防介入の費用対効果の検証は、コ

ロナ禍において特に限られた医療資源の配

分において重要な役割を果たす。その一方

で、政策介入がもたらす健康の公平性への

効果や、政策によって健康・経済上の影響

を受けるステークホルダー等の分析や、実

際の政策策定プロセスの分析も重要であ

る。 

研究班が発足してから二年目となる令和３

年度では、昨年度に引き続き、生活習慣病

の予防介入の費用対効果のエビデンスの網

羅的分析を進め、また過去に実施された健

康行動及び主要慢性疾患への集団レベルで

の介入政策のインパクト評価の効果の結果

等を統合する調査を実施した。同時に、公

平性評価や金銭インセンティブ、行動イン

サイトを用いた行動変容等の重要論点の分

析、海外の政策担当者へのインタビュー調

査等も行い、各国における主要政策や課題

点などについて取りまとめを行った。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では生活習慣病に対する政策介入に

ついて、日本における将来の政策策定を踏

まえて、科学的エビデンスの統合・整理、

後述するサブテーマごとの個別研究を実施

した。一橋大学社会科学高等研究院医療政

策・経済研究センター（HIAS Health）の

所属研究者を中心に、近藤（京都大学）、

五十嵐（横浜市立大学）、森山（広島大

学）が研究分担者として参加した。研究実

施にあたりチーム全体を 7 つのサブテーマ

に分け、以下のように分担し中村が統括し

た：(1)政治経済学（小塩）、(2)健康情報

（井伊）、(3)課税・規制（Yao）、(4)ナッ

ジ（Rouyard）、 (5)公平性（近藤）、(6)費

用対効果（五十嵐）、(7)政策策定（森

山）。上記に加えて、諸外国における一次

予防政策の実施状況やその効果を把握する

ため、代表的な健康行動である喫煙、飲

酒、食生活、運動習慣に着目した既存政策

の大規模なシステマティック・レビューを

進めた。 

令和３年６月と１２月に合計２回班会議を

開催し、研究全体や分担研究の目的、内

容、進捗状況について共有し議論を行い、

その結果をそれぞれの研究に反映させた。

さらに、医学、公衆衛生、医療経済学、医

療倫理、臨床を含む広範囲にわたる専門性

を持つ海外機関の研究者及び政策担当者
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（英国公衆衛生庁、タイ保健省、タフツ大

学、ヨーク大学、ルクセンブルク社会経済

研究所、オクスフォード大学、ティルバー

グ大学等）より助言等を受けながら研究を

遂行した。 

研究全体の計画に対する令和３年度の成果

は図１にまとめられる。 

 

Ｃ. 研究結果と考察 

１．健康行動介入の効果に関する調査 

諸外国における生活習慣病予防政策の実施

状況とその効果について調査するため、本

年度では特に一次予防に関して健康行動

（喫煙、飲酒、食生活、運動習慣）に関す

る集団レベルでの公共政策としての介入に

関する既存文献のシステマティック・レビ

ューを行った。既存研究では、公共政策に

限らず実験室等での介入結果に注目した分

析を行うことが多いが、本研究の特色とし

て、現実に施行された公共政策に注目して

エビデンス・ベースを構築し分析を行って

いる点が挙げられる。[7] 健康行動に対す

る政策介入では、実験室で行われた介入の

結果と実際の政策での効果では結果が異な

る可能性が指摘されている。本研究の調査

により、実際に政策として介入が実行され

図１：研究計画全体に対する令和３年度研究の成果（灰色字は昨年度の成果。黒字は今年

度の成果と来年度の計画） 
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た際にどの程度の効果が期待できるのかが

明らかになる。 

食事、身体活動、アルコール、たばこ消費

の習慣とそれらに関連する健康アウトカム

の変化に関して、PRISMA（Preferred 

Reporting Items for Systematic Reviews 

and Meta-Analyses）ガイドラインに従っ

てシステマティック・レビューを行い、関

連する集団レベルでの政策アプローチの影

響や効果のエビデンスを調査した。

PubMed、Embase、CINAHL、Web of 

Science、EconLit といった主要な電子デ

ータベースを使って、2021 年 3 月までの

全収録期間に英語で書かれた査読付き論文

および灰色文献を調査した。さらに、収集

された論文の参考文献リスト、Google 

Scholar、世界保健機関、世界銀行、OECD

などの主要機関のウェブサイトを参照して

追加論文の有無を確認した。調査の対象

は、全世界の全ての所得水準の国々で、全

人口または一部の集団において政策と生活

要因（食事、身体活動、アルコール、喫

煙）との関連性を報告している観察研究で

ある。5 つの主要な電子データベースか

ら、喫煙関連政策に関する文献を 3,475

件、アルコール関連政策に関する文献を

1,942 件、食事に関する文献を 10,483

件、身体活動に関する文献を 5,956 件確認

した。いくつかのスクリーニングを実施

し、複数の除外基準に基づいて重複の除去

や除外を行った結果、喫煙に関する論文

179 件、アルコールに関する論文 65 件、

食事に関する論文 105 件、運動に関する論

文 48 件を収集した。 

結果は表１から表５にまとめられる。こ

れらの表では、政策実施を正当化するのに

十分な政策効果のエビデンスがある介入策

と、エビデンスは不十分だが理論的に根拠

があり検討に値する有望な介入策について

示している。  

各研究の内的妥当性の程度と同種の研究

における知見の一貫性の観点を判断基準と

して、エビデンスから推奨される介入リス

トを作成した。例えば、複数の研究で報告

されている知見について、ほとんどの研究

で一貫性と有意性が認められている

（>90%）場合に、その政策を「健康を改

善する可能性は高程度」と評価する。ま

た、研究結果に一貫性と有意性が認められ

ている（<60-90%）場合は「公衆衛生を改

善する可能性は中程度」、研究結果の一貫

性と有意性がある程度認められる

（<60％）場合は「公衆衛生を改善する可

能性は低程度」として分類した。効果が確

認された政策であっても、エビデンスが十

分でない場合にはその政策は支持されな

い。 
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表１: 政策実施を正当化するのに⼗分なエビデンスがある介⼊  

介⼊の内容  介⼊効果の⾒通し  

たばこ  

1. 定期的かつ⼤幅な増税と値上げ  
 

2. 適切な啓蒙活動の増加    

3. 政府によるたばこのパッケージ上に喫煙の健康的影響に関する⽂章や写
真、グラフィックを⽤いた警告表⽰の義務付け  

 

4. 公共の場や職場での喫煙禁⽌  
 

5. 販売年齢の制限などの若者のたばこへのアクセスに関する法律  
 

6. 喫煙者に向けた禁煙等の電話相談サービスの設置や、無料のニコチンパ
ッチやニコチン置換療法の提供  

 

7. その他：誤解を招くような⽤語の使⽤禁⽌、フレーバーの使⽤禁⽌、
POS ディスプレイの禁⽌、たばこ広告の放送禁⽌、家での喫煙禁⽌  

              ̶   
 

アルコール  

1. 酒類・アルコール飲料の価格や物品税、関連する税⾦の引き上げ  
 

2. 単位あたり最低価格規制：酒類の単位あたりの最低価格や下限価格の設
定  

 

3. アルコール⼊⼿に関する制限  

例：酒類の数量割引の禁⽌、最低飲酒年齢に関する法律、最低購⼊年齢に
関する法律  

 

4. 適切なアルコール制限の宣伝またはアルコール広告の規制  
 

5. アルコール教育または飲酒に関するガイドライン                ̶ 

⾷事   

1. 加糖調製品・飲料や⾼カロリー⾷品に対する税上げ  
 

2. 健康的で持続可能な⾷⽣活を推進する適切なマスメディア活動  
 

3. ⾷品の包装や外⾷におけるカロリーや栄養成分、ナトリウム成分の情報
表⽰の義務付け  

 

4. 店舗やレストラン、学校における不健康な⾷品の使⽤・提供の制限  
 

5. ⾷育プログラムの推進  
 

⾝体活動   

1. ⾝体活動を促進するためのマスメディア活動  
 

2. ウォーキングやサイクリングを⽬的とするインフラ整備と安全な通学路
の確保  

 

3. 体育や「健康学校プログラム」を規定する法律  
 

4. 体育ガイドライン、学校選択、地域住⺠の学校の使⽤といったその他の
政策  

    ̶ 

Note: 住⺠の健康増進の可能性：*** = ⾼程度, ** = 中程度, * = 低程度, - = 影響⼒があ
るがエビデンスが⼗分でないもの。    
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表２: たばこ：実施を正当化するのに⼗分あるいは有望なエビデンスのある介⼊  

介⼊の説明  有効性の根拠  国⺠への影響  

1. 定期的かつ⼤幅な増税と値上げ
によるたばこの⼊⼿性の低下  

税⾦や値上げを通じてたばこの⼊⼿性
を下げることは、たばこの消費量や喫
煙率を減らし、禁煙率を⾼める最も効
果的な⼿段であると考えられる。  

喫煙率を下げる最も重要
な⼿段である。  

2. 適切な啓蒙活動の増加  マスメディア（テレビ、ラジオ、新
聞、看板など）を利⽤した適切な教育
活動によって、社会的規範、たばこの
有害性に関する知識、禁煙の試みや考
え、禁煙率を⾼めることができる。  

公共意識向上の活動は、
喫煙⾏動の改善やたばこ
の消費量の減少に期待で
きる⼿段である。  

3. 政府によるたばこのパッケージ
上に喫煙の健康的影響に関する⽂
章や写真、グラフィックを⽤いた
警告表⽰の義務付け  

写真や⽂字を⽤いた健康に対する警告
表⽰は、喫煙率を減少させ、禁煙の試
みや意思を向上させた。  

安価で、たばこの喫煙を
減らすことが期待できる
⼿段である。  

4. 公共の場や職場での喫煙禁⽌  レストラン、バス、電⾞、公園、職場
などの公共の場での喫煙を制限するこ
とが、たばこの消費量を減らし、喫煙
者が禁煙を考える契機になる。  

影響⼒はあるが、⽬標を
達成するにはより厳格な
実施が必要である。  

5. 販売年齢の制限などの若者のた
ばこへのアクセスに関する法律  

販売年齢の引き上げは喫煙率の低下と
関連していた。また、学校内の喫煙者
に対して⾃動販売機による販売を制限
することがたばこの消費量の減少に役
⽴ったという研究もある。  

有望な介⼊策ではある
が、実施を強く推奨する
にはさらなるエビデンス
が必要である。  

6. 喫煙者に向けた禁煙等の電話相
談サービスの設置や、無料のニコ
チンパッチやニコチン置換療法の
提供  

喫煙者のためのヘルプラインや相談窓
⼝、無料のニコチンパッチやニコチン
置換療法の提供は、現在の喫煙者が禁
煙を試みることや、すぐに禁煙できる
ようになるのに役⽴つ。しかしなが
ら、多くの喫煙者は⻑期間経過後に喫
煙を再開している。多くの研究で、禁
煙のメリットを説明したり、禁煙のコ
ツを教えたりする情報が有効であるこ
とがわかっている。  

喫煙者のためのヘルプラ
インは禁煙に期待できる
⼿段であるが、禁煙を維
持するには⻑期のプログ
ラムが必要である。  

7. その他：誤解を招くような⽤語
の使⽤禁⽌、フレーバーの使⽤禁
⽌、POS ディスプレイの禁⽌、た
ばこ広告の放送禁⽌、家での喫煙
禁⽌  

エビデンスは限られているが、いくつ
かの研究が POS ディスプレイの禁⽌や
フレーバーの使⽤禁⽌がたばこ消費量
の減少と関連していることを⽰した。  

有望な介⼊策ではある
が、実施を強く推奨する
にはさらなるエビデンス
が必要である。  
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表３: アルコール：実施を正当化するのに⼗分あるいは有望なエビデンスのある介⼊  

介⼊の説明  有効性の根拠  国⺠への影響  

1. 酒類・アルコール飲料の価格や
物品税、関連する税⾦の引き上げ  

アルコールの価格や物品税の引
き上げは、アルコール消費量と
アルコールに起因する罹患率・
死亡率の減少と有意に関連して
いた。  

物品税、価格、関連する税⾦
の引き上げは、アルコールに
起因する罹患率や死亡率の減
少に効果的な⼿段である。  

2. 単位あたり最低価格規制：酒類
の単位あたりの最低価格や下限価
格の設定  

単位あたり最低価格規制の導⼊
は、アルコール飲料の購⼊量と
アルコール消費量の減少と有意
に関連していた。  

増税やアルコール含有量に応
じた課税と同様に、単位あた
り最低価格規制はアルコール
の購⼊量と消費量を⼤きく減
少させた。  

3. アルコール⼊⼿に関する制限  

例：酒類の数量割引の禁⽌、最低
飲酒年齢に関する法律、最低購⼊
年齢に関する法律  

エビデンスは⼀貫していない
が、研究の中には、最低飲酒年
齢の引き上げがアルコール消費
量の減少と関連していたとする
研究もある。  

有望な介⼊策ではあるが、実
施を強く推奨するにはさらな
るエビデンスが必要である。  

4.  適切なアルコール制限の宣伝
またはアルコール広告の規制  

エビデンスは限られているが、
いくつかの研究がアルコール広
告の規制や適切なアルコール制
限活動が、アルコール消費量の
減少と関連していることを⽰し
た。  

有望な介⼊策ではあるが、実
施を強く推奨するにはさらな
るエビデンスが必要である。  

5. アルコール教育または飲酒に関
するガイドライン  

アルコール教育は常習的な飲酒
⾏動を減少させる可能性があ
る。  

結論を出すにはエビデンスが
不⼗分である。  

   

表４: ⾷事：実施を正当化するのに⼗分あるいは有望なエビデンスのある介⼊  

介⼊の説明  有効性の根拠  国⺠への影響  

1.  加糖調製品・飲料や⾼カロ
リー⾷品に対する税制改正  

砂糖⼊り飲料（SSB）や⾷品、⾼カ
ロリー⾷品への課税や値上げは、こ
れらの⾷品や飲料の購⼊、販売、消
費を抑制するための有効な⼿段であ
ると考えられる。  

SSB に対する課税はカロリー
摂取量を減らす効果的な政策
である。  

2. より健康的で持続可能な⾷⽣
活を推進する適切なマスメディ
ア活動  

果物や野菜の消費量を増やす、⾁を
⿂で代⽤する、SSB やファストフー
ドの消費量を減らす、低脂肪乳の消
費量を増やすなど、より健康的な⾷
品を促進する適切なマスメディア活
動を増やすことで、健康的な⾷⽣活

マスメディア活動は、⾷⽣活
の改善を促し、そういった動
きを作りだすのに有望な政策
である。  
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に対する意識の改善を促すことがで
きる。  

3. 包装された⾷品や外⾷におけ
るカロリーや栄養成分、メニュ
ー、ナトリウムの情報表⽰の義
務付け

カロリー表⽰や栄養成分表⽰の義務
付けは、個⼈の購買や注⽂の習慣を
変え、より良い⾷品の選択につなが
ると考えられる。

情報表⽰の義務付けは、包装
された⾷品や外⾷における健
康性を改善させる有望な可能
性がある。  

4. 店舗やレストラン、学校にお
ける⾮健康的な⾷品の使⽤・提
供の制限

研究の中には、レストランや店舗、
学校区において⼀部の不健康な⾷品
（SSB、ファストフード、トランス
脂肪酸）を制限することが、これら
の⾷品の購⼊量や消費量を減少させ
ることを⽰唆する研究もある。  

有望な介⼊策ではあるが、実
施を強く推奨するにはさらな
るエビデンスが必要である。  

5. ⾷育と「健康学校プログラ
ム」の推進

実地教育や健康増進サービスが、肥
満の解消や⽣活習慣の改善に効果が
あるとする研究もある。  

有望な介⼊策ではあるが、実
施を強く推奨するにはさらな
るエビデンスが必要である。  

表５: ⾝体活動：実施を正当化するのに⼗分あるいは有望なエビデンスのある介⼊  

介⼊の説明  有効性の根拠  国⺠への影響  

1. ⾝体活動を促進するマスメ
ディア活動

観察研究から得られたエビデンスは、
適切なマスメディア活動が⾝体活動、
運動知識、および⾝体活動に関する意
思の向上と関連することを⽰唆してい
る。  

これは、⾝体活動を増加させ
る重要な⼿段であるが、⽬標
を達成するには、包括的な複
合プログラムが必要になる場
合がある。  

2. ウォーキングやサイクリン
グを⽬的とするインフラ整備
と安全な通学路の確保

エビデンスは限られているが、いくつ
かの研究がウォーキングやサイクリン
グの新規インフラ整備がこれらの参加
を増加させることを⽰した。

有望な介⼊策だが、結論を出
すにはエビデンスが不⼗分で
ある。  

3. 体育や健康的なスクールプ
ログラムを規定する州法

学校での体育の授業が⽇常的な⾝体活
動を増やし、⼦供の肥満を減少させ
る。  

体育を義務づけることは⾝体
活動増加の有効な⼿段であ
る。  

4. ⾝体活動ガイドライン、学
校選択、地域住⺠の学校の使
⽤といったその他の政策

エビデンスは限られており、⼗分に評
価されていない。いくつかの研究がこ
れらの政策的介⼊が⾝体活動の増加や
⼩児肥満と関連していることを⽰し
た。

結論を出すにはエビデンスが
不⼗分である。  
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分析対象となった文献における介入の中

で、特に集団レベルでの効果が期待でき

る結果（★三つ）となったのは以下の介入

である。 

（１）たばこの定期的かつ大幅な増税と

値上げ。 

（２）酒類・アルコール飲料の価格や物品

税、関連する税金の引き上げ。 

（３）アルコール単位あたり最低価格規

制：酒類の単位あたりの最低価格や下限

価格の設定。 

（４）加糖調製品・飲料や高カロリー食

品に対する税上げ。 

この結果で特徴的なのは、高い効果が見

込めるとされる介入はいずれも金銭イン

センティブを用いた集団介入である点で

あろう。既存エビデンスでは、リスクフ

ァクターであるたばこ製品、アルコール

製品、加糖製品に対して、課税により価

格を上げるか最低価格を設定することに

より購入しづらくする介入の効果の方

が、より伝統的な介入方法である情報提

供や教育よりも、より安定して効果を行

動変容に対して効果が見込めることが示

された。行動インサイトを用いた介入に

ついては、公的な集団レベルでの実施が

ほとんど行われていないこともあり、現

時点のエビデンスからは判断することが

できなかった。 

公的介入のインパクト評価に係るエビデ

ンスの統合に際して、臨床研究等で行わ

れるランダム化比較試験はほとんど用い

られず、観察データを分析するための計

量経済学的な評価手法がとられることが

一般的である。このような観察データの

分析では、分析手法や推定値の解釈が大

きく異なることが多いため、介入効果を

定量的に比較するということが困難であ

ることが認識された。 

さらに、インパクト評価のアウトカム変

数が研究によって大きく異なる点もエビ

デンス統合を難しくする要因であった。

たとえば、喫煙に対する介入の効果で

は、喫煙本数のような行動に関する変数

を最終的なアウトカムにすることがあれ

ば、死亡率やがんの発生率といった健康

アウトカムの分析が行われることもあ

る。これらの異なる効果を比較する本研

究には方法論的な課題が残される。 

既存エビデンスでは一つ一つの介入の効

果が定量評価されることはあっても、そ

れぞれの公的介入の効果的な組み合わせ

についてはほとんど未知であることが本

研究班で認識された。したがって、令和

３年度では蒐集した既存文献を用いたネ

ットワーク・メタアナリシスにより、喫

煙、飲酒、食事、運動ごとに主要な介入

の組み合わせの最適化に関する探索を行

っている。この分析は令和４年度まで持

ち越すため、次年度の報告書で結果を報

告することにしたい。 

２．非感染性疾患対策介入の費用対効果

に関する調査 

 令和 3 年度は前年度に引き続き、世界

中の費用対効果評価の登録データベース

の分析を行った。前年度では非感染性疾

患に関して費用対効果のエビデンス数の

傾向等と、リスクファクターごとに介入

の費用対効果の傾向を分析した。本年度

では、非感染性疾患に関して、予防的介

入と治療的介入の費用対効果を比較する

分析を行った。本データベースによる分

析では、主に三つの結論を得た。 

（１）予防的介入は非予防的介入と比べ

て費用対効果に優れるわけではない。 

（２）企業が資金提供した介入は政府の

出資による介入よりも費用対効果が良い
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と判断される割合が高い。 

（３）生産性損失の組み込みの有無が費

用対効果の結果に与える影響は小さい。 

 今回の分析で最も注目すべき結果は、

（１）にあるように、必ずしも予防は治

療よりも費用対効果が高いわけではな

い、ということである。この先行研究の

結果とも整合的である。[8] 従って、予

防と治療の効果および費用対効果のエビ

デンスをもとに最適なサービス・パッケ

ージを策定することが求められる。 

 

３．諸外国の NCD 政策関係者へのインタ

ビュー 

昨年度より継続して、諸外国の非感染性

疾患対策政策を理解するために質的な情

報収集を行った。昨年度はタイ、ブータ

ン、英国、米国、シンガポールの政策担

当者および有識者に対してインタビュー

を行った。今年度は、スウェーデン、韓

国、バングラデシュに対して調査を行っ

た。昨年度聞き取りを行った国々の政策

と共通する点も多々みられるが、概ね以

下の見解が得られた。 

（１）非感染性疾患への対策として、政

府から独立して政策のモニタリングと評

価を行う機関があり重要な役割を担って

いる。 

（２）モニタリングを可能にする疾患等

に関するデータベースが中央政府で一元

管理されており、分析可能になってい

る。 

（３）政策決定には公衆衛生の専門家

等、多様な専門家が参画する仕組みが整

っている。 

（４）患者団体や産業等の利害関係者の

意見を取りまとめて政策に反映させる仕

組みが整っている。 

（５）保健政策において課税政策等を用

いた集団レベルでの一次予防介入が重視

されている。 

（６）公平性や健康の社会決定要因を重

視。 

（７）医療サービスの分業、とくにプラ

イマリ・ケアの重視。 

（８）集団的介入はプライマリ・ケアが

主な担い手となる。 

 いずれも日本では必要性の認識はされ

ていても、現実には取り組みが弱い点で

あるのでは、という認識を持った。日本

の非感染性疾患への対応の優先事項が諸

外国と異なるのは歴史的・制度的な理由

があり、諸外国の取り組みをそのまま輸

入することが良策になるわけではない

が、一方で諸外国の取り組みから得られ

る知見を日本の文脈に照らし合わせて分

析して理解することで、日本の政策を改

善することができる可能性がある。した

がって、来年度は諸外国におけるインタ

ビューを継続しつつ、国内の政策担当者

や有識者への聞き取りを行い、日本の文

脈に合わせた今後の方策について検討を

行う。 

 

４．タバコ増税のタバコ商品選択と消費

量への効果に関する研究 

 生活習慣病の一次予防政策として、本

研究班での大規模レビューではたばこ製

品への課税がもっとも効果的な介入であ

る可能性が示唆された。ここでは、日本

の大規模消費者パネルデータを用いて、

2014 年の消費税増税によるたばこ価格の

変更によってたばこ需要がどう変化した

かを分析した。 

まず、商品選択に関する分析では、たば

こ価格の上昇によって喫煙本数が減少し

たとしても、人々がタール・ニコチンの

高い製品へ代替することによって健康効

果が変わらないという先行研究[9]の結

果を受けて、増税後に製品選択がどう変
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化するか分析した。その結果、増税前後

で製品選択は有意には変化しなかったこ

とが分かった。 

 次に、増税前後でたばこ購入量がどう

変化したかを分析した。増税がなかった

2013 年の同時期と比べて、増税直前に購

入量が一時的に増加した。これは増税前

のかけこみ需要であり、増税前の価格の

買い置き需要であると考えられる。増税

後には購買量は明らかに下がった。しか

し、その効果はおよそ数か月で元の水準

に戻った。したがって、増税前後で短期

的に大幅な需要の変化が見られたもの

の、長期的な変化はみられなかった。 

 既存エビデンスの多くは、一年の間の

特定の期間の喫煙本数等を測った年次デ

ータを用いた分析が大半なため、かけこ

み需要などを正確にとらえることができ

ない。増税の短期的な効果が続いている

期間にデータが取られた場合には、増税

の効果を過大に評価してしまう可能性が

考えられる。一方で、消費税増税による

価格変更幅が小さかったことも効果が見

られなかった要因となっている可能性が

ある。 

 増税によって商品選択に影響がなかっ

たことを示した本年度の結果は、たばこ

製品の廃止によって喫煙者がタール・ニ

コチンの少ない商品に移行したことを発

見した昨年度の研究と対照的である。リ

スクファクターとなる製品の選択を制限

する介入（価格を上げるのではなく、入

手可能性を下げる）は最近になって注目

を集めているが[9,10]、政策実施の可能

性を含めて引き続き検討を続ける必要が

ある。 

 

５．行動科学の知見を用いた介入の検討 

「ナッジ」をはじめとして、行動インサ

イトを活用した介入では、消費者の選択

の自由を最大限尊重した上での行動変容

を促す試みが多くある。[11-14] 本年

度は中でもブーストと呼ばれる介入に注

目して理論的・事例的な分析を行った。

人々の内部の意思決定様式を強化し認知

バイアスを抑えることによって望ましい

行動変容につなげようとする介入であ

る。[15,16]  

たとえば、治療を決定する際の複雑な情

報を理解しやすくするため、「ファクト

ボックス」によって治療の利点とリスク

を簡便に整理することで意思決定を助け

ることができる。[17] また、セルフコ

ントロールが困難な喫煙者に対して、自

己制御のスキルとして瞑想訓練を提供す

ることにより喫煙の欲求を抑えることを

支援できる。[18] 

 ナッジでは介入を受ける側は介入が行

われていることを認識する必要はない。

それが倫理的な問題となることはある

が、介入を受ける側が無意識のうちに行

動変容を起こさせることができることは

ナッジの特徴である。一方で、ブースト

では対象者による介入への意識的な参加

が必要になる。たとえば、先述の瞑想訓

練では、禁煙セラピーとしての瞑想訓練

への参加が介入の条件となる。したがっ

て、ブーストでは健康改善に関心のある

層がより介入を受けるという意味での自

己選択が起きる可能性が否定できず、し

たがって健康の不平等を広げる可能性

や、集団全体の健康行動を改善するとい

う目標を達成できない可能性があること

に注意が必要である。 

 ブーストは比較的新しい介入方法であ

るため、依然としてエビデンスが限られ

ている。今後のエビデンスの蓄積を待っ

て、日本での適用可能性について議論す

るべきであると考えられる。 
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６．健康情報提供のあり方に関する研究 

 医師や看護師をはじめとする医療従事

者がプライマリ・ケアの一環で行うこと

が信頼性の高い情報提供になるが、現代

では多くの患者がインターネットを使っ

た検索や SNS を通して情報を収集してい

る。 

 日本でも、厚生労働省による e-ヘルス

ネットをはじめとしたインターネット上

における情報提供政策が進んでいるが、

掲載されている情報が百科事典的な医学

知識が中心であり、生活の中で使う情報

としての有用性については確固とした証

拠があるわけではない。日本人はヘル

ス・リテラシーが低いとされるのは 

[19]、 健康知識が無いというよりは、

健康問題が起きた時に適切な対処をする

ための知識が低い可能性がある。 

 本研究では、昨年度の文献研究を踏ま

えて、令和 3 年度に行われた「健康・医

療情報の入手に関する調査」のデータを

分析した。健康や医療に関する情報源に

ついては、テレビ（68.5%）、インターネ

ット（SNS を除く）（54%）が高く、病

院等の医療機関（24.9%）が低かった。

また、ある健康情報が信頼できる情報で

あるかどうか判断することが難しいと感

じている人が多いことが分かった。慢性

疾患、急性疾患、予防接種に関して助言

が受けられるサービスへの支払い用意額

は、それぞれ 724 円、625 円、428 円

で、慢性疾患への対応に関する助言サー

ビスへの需要がもっとも高い結果になっ

た。 

 情報提供内容についての予備的な分析

では、疾病に関する専門的な知識や情報

に加えて、居住地域における治療実績等

に関する情報が加えられると支払い用意

額が 1,000 円程度高くなることが分かっ

た。これは、一般的な医学知識よりも自

身の生活圏に合わせた健康情報の価値が

高いと考えられていることを示唆してい

る。 

 

７．たばこ税の政治経済分析 

 諸外国ではたばこ税が保健政策として

実行されることがあるが、日本では税率

等に関する権限は専ら財務省にある。従

って、税上げを健康政策（Sin tax）と

して実施する場合には財務省と厚生労働

省との省庁間連携が必要になるが、諸外

国における経験では組織的な課題等によ

り常に成功するわけではない。[5]  

 諸外国の例をみても、たばこ、アルコ

ール、飲料水等に対する Sin tax として

の課税政策では、利害関係の調整の結果

として税率が決められる。[20] 日本に

おいてはたばこ農家やたばこ販売業者の

数は減少傾向にあり、したがってたばこ

増税に対する利害関係者の影響力は小さ

くなっていると考えられるが、実際のデ

ータをみるとたばこ税は諸外国と比べて

依然として低水準である。また、たばこ

税収は数十年間一貫して２兆円程度で推

移している。 [21] 

 本研究では、日本のたばこ税収が２兆

円程度で推移していることに着目し、た

ばこ税率の変化は、（多くの保健政策研

究が想定しているように）喫煙率に影響

を与える独立変数なのではなく、少なく

とも日本においては税収を一定に保持す

るための手段として税率が変更されてき

ていると仮説を立てた分析を行った。 

 結果、増税のタイミングと増税幅は、

税収が落ち込むことが予想されるタイミ

ングと符号していることが公的データの

分析により示された。したがって、上記

の仮設が状況証拠的には支持された。ま

た、グレンジャー因果性の分析により、

税収の変化に続いて税率の変化が起きて
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いることも確認された。すなわち、日本

のたばこ税率の調整を左右する要因は、

公衆衛生をめぐる関心ではなく、税収の

確保である。 

 本研究の結果は、日本で保健政策とし

てのたばこ税を計画する際には財務省と

の相互理解と連携が不可欠であることを

意味している。たばこ税に関する本研究

の示唆はおそらくアルコール税や砂糖税

といった、先述のシステマティック・レ

ビューでもっとも効果的とされた介入方

法すべてに当てはまる可能性がある。諸

外国での NCD 対策に関するインタビュー

でも他省庁を含む利害関係者の意見の取

り込みが重要視されていた。 

 本研究班で行ったたばこ税の消費への

効果の分析も含めて、既存エビデンスの

多くでは、たばこ税率の変化を独立変数

として扱っており、因果推論において税

率の内生性が議論されることはあまり無

い。本研究は日本のデータを用いて内生

性を実証した点でも保健政策への貢献が

あったと言える。 

 

８．公平性評価 

 保健医療政策では国民健康の単純な増

進だけでなく、健康の不平等を減少させ

ることを重視することが多い。[22-23] 

日本においても健康日本２１では健康格

差の解消を目標のひとつとしている。 

 昨年度に引き続き、非感染性疾患に関

する政策介入における公平性評価につい

て既存文献から知見の整理と分析を行っ

た。より具体的には、喫煙、飲酒、食

事、運動に対する介入における公平性の

評価及び介入方法等を分析した。  

 分析の結果、学歴、所得、ジェンダー

等の公平性を評価した研究が多く見られ

たが、喫煙、飲酒、食事、運動のどれも

所得階層に関する公平性を配慮したエビ

デンスが特に不足していることが分かっ

た。[24] 

 所得による健康の不平等は、政策的に

は特に重要な公平性に関わる課題であ

る。英国では社会階級によって平均余命

が９年も異なることが広く認識され、政

策策定に際して重要視されている。日本

でも健康格差の是正はヘルス・プロモー

ションにおいてもっと重要な目標のひと

つであり、その達成のためのエビデンス

の不足は大きな障害となる。 

 本研究班では費用対効果のような介入

の経済効率性に関する分析を行ってきて

いるが、非感染性疾患の対策においては

公平性や倫理観といった社会的価値観も

とくに重要になる。そのため健康政策に

関する国民の合意形成が今後必要な施策

であることが示唆される。 

 

Ｄ．結論 

国民の健康づくり運動にむけた政策取り

組みの策定に向けて、諸外国や国内の生

活習慣病対策に関する基礎研究や文献調

査、インタビュー調査を行った。これま

での文献調査やデータ分析で得られた知

見をもとに、日本の文脈においてどのよ

うな施策が効果的もしくは費用効果的に

なり得るのかについて検討が必要であ

る。 
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